
安全への
取り組みを見える化！

Ｇ マ ー ク を
取得しませんか？

全国貨物自動車運送適正化事業実施機関

安全性優良事業所に対しては、
国土交通省等から様々なインセンティブが付与されています

（令和５年度時点）

国土交通省

違反点数の消去 通常、３年となっている違反点数の付与期間について、違反点数付与後２年間違反点
数の付与がない場合、当該違反点数が消去されます。

ＩＴ点呼の導入 対面点呼に代えて、国土交通大臣が定める設置型又は携帯型のカメラを有する機器に
よる営業所間等での点呼が可能となります。

点呼の優遇 ２地点間を定時で運行する形態の場合の他営業所における点呼、同一敷地内に所在す
るグループ企業間における点呼が承認されます。

安全性優良事業所表彰 安全性優良事業所のうち、連続して１０年以上取得しているなど、さらに一定の高いレ
ベルにある事業所が表彰されます。

基準緩和自動車の 
有効期間の延長

基準緩和自動車が適切に運行されている場合、継続緩和の申請について、緩和の期限が
無期限に延長（通常４年間）されます。

特殊車両通行許可の 
有効期間の延長

特殊車両の通行許可について、一定の要件を満たす優良事業所の車両の場合、許可の有
効期間が最長４年間まで延長（通常最長２年間）されます。

全日本
トラック協会

助成の優遇

都道府県トラック協会の会員事業者に対する助成事業について、予算の範囲内で次の
優遇措置が受けられます。
①ドライバー等安全教育訓練促進助成制度
　特別研修への受講料助成金の増額 （通常７割→全額助成）
②安全装置等導入促進助成事業

IT 機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検知器への１台に
つき、２分の１、上限２万円の助成

③経営診断受診促進助成事業
　・経営診断助成金の増額（通常８万円→１０万円）
　・経営改善相談助成金の増額（通常２万円→３万円）
④自動点呼機器導入促進助成事業
　・導入台数上限の緩和（通常１事業者１台→１事業者２台）
　・助成額上限の増額（通常１台あたり上限１０万円→２台分で上限２０万円）

損保会社等 保険料の割引

損害保険会社及び交通共済の一部では、運送保険等において独自の保険料割引を適用
しています。
　・あいおいニッセイ同和損保
　・損害保険ジャパン
　・神奈川県自動車交通共済協同組合
　・四国交通共済協同組合
　・近畿交通共済協同組合
　・日本貨物運送協同組合連合会　「日貨協連 新貨物補償制度」

「安全性優良事業所」認定のGマークは、
厳正な審査により高評価を得た事業所のみ
に与えられる“安全性”の証です。
G の由来は Good「よい」、Glory「繁栄」
の頭文字Gを取ったものです。

「安全性優良事業所」認定制度の詳細を知るには？
安全性優良事業所（G マーク事業所）は、全日本トラック協会のホームページにて、事業所名、住所、
電話番号を公表しています。また、認定事業所の希望により、ホームページへのリンク及び主な輸
送品目を掲載しています。

安全性優良事業所トップページ  Ｇマーク 検索

https://jta.or.jp/member/tekiseika/gmark.html

お気軽に
お問い合わせ
ください

認定の要件は、法令を遵守し、安全運行を心がけている事業所にとっては、必ずしも
難しいものではありません。認定を受けるためにどのような取組が必要か、申請書の
記載方法や必要書類など、お気軽に都道府県トラック協会又は全日本トラック協会に
お問い合わせください。

〒160-0004　東京都新宿区四谷三丁目２番５　TEL：03-3354-1067

認定事業者は、様々な面で取得による効果を実感しています。

1 Gマークをつけて走ることで常に見られているという意識を持つようになり、ドライバーにプロ
の模範であるという自覚が芽生え安全に対する意識が高まりました。（A運送）

2 これまで曖昧だった安全対策がGマークの取得をきっかけに明確化され、会社全体で統一した
安全管理方法が根付きました。（B物流）

3 社内の安全会議などで問題提起や対処法について積極的に意見が交わされるようになり、自発的
な安全推進活動への提案や実践が行われています。（C通運）

4 安全に力を入れている会社、従業員を大事にしている会社と評価されるようになり、荷主や同業
他社とのコミュニケーションが活発化して営業活動がやりやすくなりました。（D運輸）

「安全性優良事業所　認定事例集」より抜粋。



国土交通省が推進するGマーク認定制度!
「安全性優良事業所」は全日本トラック協会が認定する
安全・安心な運送事業所です

令和5年３月末現在、全国で28,521事業所（全事業所の
32.8％）のトラックがＧマークを付けて走っています。

安全性優良事業所とは
　荷主企業が、より安全性の高いト
ラック運送事業者を選びやすくする
ために、安全性評価委員会の評価
を経て、全日本トラック協会（全国
貨物自動車運送適正化事業実施機
関）が認定した事業所です。

認定の要件は
　法令の遵守状況、事故や違反の
状況と安全性に関する取組の積極
性を評価します。
　100点満点中80点以上の評価と
社会保険等の適正加入などが認定
の要件となっています。
　なお、認定の有効期間は、新規が
2年間、初回更新が3年間、2回目更
新以降は4年間です。

申請については
　申請は会社単位ではなく、事業
所単位です。都道府県トラック協会
（地方貨物自動車運送適正化事業
実施機関）で申請書類等の受付を
行っています。

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★  評 価 結 果 の 活 用 で 更 な る 安 全 向 上 へ  ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

審査を行った全ての事業所に対して、各評価項目の評価結果を通知します。これにより事業所の各項
目の状況が確認できますので、今後重点を置く項目など更なる安全への取り組みを行う上で活用する
ことができます。

どのような内容が評価されるのでしょう？
（令和 5年度時点）

Ⅰ．安全性に対する法令の遵守状況（配点 40点・基準点数 32 点）
中　項　目 小　　項　　目 配点

１．事業計画等 （１）乗務員の休憩・睡眠施設の保守、管理は適正か。 1

２．帳票類の整備、報告等
（１）事故記録が適正に記録され、保存されているか。 1
（２）運転者台帳が適正に記入等され、保存されているか。 1
（３）車両台帳が整備され、適正に記入等されているか。 1

３．運行管理等

（１）運行管理規程が定められているか。 1
（２）運行管理者に所定の講習を受けさせているか。 1
（３）事業計画に従い、必要な運転者を確保しているか。 1
（４）過労防止を配慮した勤務時間、乗務時間を定め、これを基に乗務割が作成され、休憩時間、睡

眠のための時間が適正に管理されているか。 3

（５）過積載による運送を行っていないか。 3
（６）点呼の実施及びその記録、保存は適正か。 3
（７）乗務等の記録（運転日報）の作成・保存は適正か。 1
（８）運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か。 1
（９）運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か。 1
（１０）乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を行っているか。 3
（１１）特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。 2
（１２）特定の運転者に対して適性診断を受けさせているか。 2

４．車両管理等

（１）整備管理規程が定められているか。 1
（２）整備管理者に所定の研修を受けさせているか。 1
（３）日常点検基準を作成し、これに基づき点検を適正に行っているか。 1
（４）定期点検基準を作成し、これに基づき、適正に点検・整備を行い、点検整備記録簿等が保存

されているか。 3

５．労基法等

（１）就業規則が制定され、届出されているか。 1
（２）３６協定が締結され、届出されているか。 1
（３）労働時間、休日労働について違法性はないか（運転時間を除く）。 1
（４）所要の健康診断を実施し、その記録・保存が適正にされているか。 3

６．運輸安全マネジメント（１）�運輸安全マネジメントを的確に実施し、輸送の安全に関する計画の作成、実行、評価及び改善の一連の過程を円滑に進めているか。 2

小　計 40
注： ①項目毎に、巡回指導結果が「適」の場合は加点し、「否」の場合は加点しません。なお、巡回指導後に改善されても加点しません。

②事業所により該当しない項目がある場合、当該項目は加点します。
③巡回指導時に書類不備等により判定できなかった項目は加点しません。

Ⅱ．事故や違反の状況（配点 40点・基準点数 21 点）
中　項　目 小　　項　　目 配点

１．事故の実績 申請を行った年の11月30日から過去３年間に、事業所の事業用自動車が有責の第一当事者となる、
自動車事故報告規則（国土交通省令）第２条各号に定める事故がないか。 20

２．違反（行政処分）の
　��実績

申請を行った年の11月30日において、事業所に、貨物自動車運送事業法に基づく行政処分の点数
が付加されていないか。また、点数がある場合には、当該事業所に係る行政処分の累積点数は何点か。 20

小　計 40
注： ①事故の実績について、上記に該当する有責の第一当事者となる事故がある場合は 0点、無い場合は 20 点とします。

②違反（行政処分）の実績について、累積点数が 20点以上の場合は 0点、20 点未満の場合は、（20点）−（累積点数）で求めた得点を加点します。

　　Ⅲ．安全性に対する取組の積極性（配点 20点・基準点数 12 点）
自　認　項　目 配点

グループ１　運転者等の指導・教育（（１）～（４）から最低 1項目・最大 3項目選択　各 3点計 9点）
　（１）自社内独自の運転者研修等の実施（50％未満は 1点） 3（1）
　（２）外部の研修機関・研修会への運転者等の派遣（選任運転者等以外は 1点） 3（1）
　（３）定期的な「運転記録証明書」の入手による事故・違反実績の把握に基づく指導の実施 3
　（４）安全運行につながる省エネ運転を実施し、その結果に基づき、個別の指導教育を実施している 3

グループ２　輸送の安全に関する会議・QC活動の実施（（１）～（３）から最低 1項目・最大 2項目選択　各 2点計 4点）
　（１）事業所内での安全対策会議の定期的な実施 2
　（２）事業所内での安全に関するQC活動の定期的な実施 2
　（３）荷主企業、協力会社又は下請け会社との安全対策会議の定期的な実施 2

グループ３　法定基準を上回る対策の実施（（１）～（４）から最低 1項目・最大 2項目選択　各 2点計 4点）
　（１）特定の運転者以外にも適性診断（一般診断）を計画的に受診させている 2
　（２）効果の高い健康起因事故防止対策（健康診断結果のフォローアップ・脳検査・心電計・SAS）の実施 2
　（３）車両の安全性を向上させる装置の装着（ドライブレコーダー、バックアイカメラは 1点） 2（1）
　（４）ドライバー時間外労働時間 960時間以下の先取り 2

グループ４　その他（（１）～（６）から最低 1項目・最大 3項目選択　各 1点計 3点）
　（１）健康起因事故防止に向けた取組（健康診断結果のフォローアップ・脳検査・心電計・SAS以外） 1
　（２）輸送に係る安全や環境に関する認証や認定の取得 1
　（３）国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価の受審
　　　　（上記（２）ISO等安全や環境に関する認証の取得から分離） 1

　（４）過去 3年以内の行政、外部機関、トラック協会による輸送の安全に関する表彰の実績 1
　（５）リアルタイムGPS運行管理システムなどの先進的運行管理システムの導入 1
　（６）自社内独自の無事故運転者表彰制度又は省エネ運転認定制度の活用 1

注：申請時に提出された書類により、判断基準を満たした場合は加点します。
　　	４グループすべてから得点しなければなりません。

申請事業者（事業所単位）
申請資格
要　　件

事業開始後（運輸開始後）3年を経過していること、
配置する事業用自動車の数が5両以上であること等

申　　請

地方実施機関
（都道府県トラック協会）

申請書、挙証資料送付

全国実施機関
（全日本トラック協会）

安全性評価委員会

評価項目
次の 3 項目を点数化し評価

① 安全性に対する
法令の遵守状況

（配点40点）
（基準点数32点）

・地方実施機関の巡回指導結果
・運輸安全マネジメント取組状況

② 事故や違反の状況（配点40点）
（基準点数21点）・重大事故・行政処分の状況

③ 安全性に対する
取組の積極性

（配点20点）
（基準点数12点）※

・安全対策会議の実施、運転者の
教育などの取組の自己申告事項

認定要件
1）上記①～③の評価点数の合計点が 80 点以上
2）上記①～③の各評価項目において上記の基準点数以上
3） 上記③の各自認項目グループにおいて、すべてのグループで得点していること
4）法に基づく認可申請、届出、報告事項が適正になされていること
5）社会保険等の加入が適正になされていること

認定・公表

安全性優良事業所

※別途、各自認項目グループごとに基準点数があります。


